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Ⅰ．事実の概要
（１）原審判決が認定した事実
　XおよびY1は、2004年１月10日、不動産業を営むため、不動産民事会社
（SCI, société civile immobilière）であるY2社（SCI Lavoisier）を設立した。
Y2社の持分は、XとY1が等しく保有し、Y1が不確定期間についてY2社の
業務執行者（gérant）に選任された。業務執行者は、会社の目的の範囲内
においてあらゆる業務執行行為を行う権限を有していたが、定款15条に
より、不動産の購入および売却については、全社員の承認を受けなければ
ならないものとされていた（2）。2005年８月１日および10日に作成された公
署証書（acte authentique）によれば、Y2社は、グアドループ（Guadeloupe）（3）
のベ・マオ （ーBaie Mahault）市内にある２区画の土地（以下、「本件土地」
という）を取得していた。
　Xは、2010年１月27日の書簡において、会社の解散（dissolution）と資
（1）　Cass. 3e civ. 23 février 2017, Rev. sociétés 2017, p. 425, note Bernard Saintourens.
（2）　民事会社の業務執行者は、社員間の関係において、会社の利益のために必要とされ
るあらゆる業務執行行為を行うことができるが（民法典1848条１項）、定款に別段の
定めを置くことも認められる（同条３項）。なお、業務執行者は、第三者との関係に
おいて、会社の目的の範囲内の行為により会社を拘束する（民法典1849条１項）。
（3）　グアドループは、カリブ海に位置するフランスの海外県・州（DROM, département 
et région d'outre-mer）の１つであり、バステール（Basse-Terre）島やグランドテー
ル（Grande-Terre）島などの島々から構成されている。控訴院は州都のバステール
に、大審裁判所は同市と州最大都市のポワンタピートル（Pointe-à-Pitre）に置かれ
ている。
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産の分配を請求したところ、Y1は、これに対し総会を開催する予定であ
ると返答しただけで、その後総会は開かれなかった。XとY1がこのような
対立状態にある中、同年４月２日の証書によれば、Y1は単独で、Socapar
社との間で、本件土地を含む会社財産の売買の予約を行った。そのため、
Xは、同年７月21日の裁判外の文書（acte extra judiciaire）により、この
売買に対する異議を述べ、本件土地の処分に反対であることを主張する
とともに、本件土地の半分の分配とY2社の解散を求めた。同じころ、TP 
Manu Levage社は、本件土地の賃借人にすぎないのに、Y2社が所有する
本件土地の境界確定（bornage）を行わせていた（4）。このような状況にお
いて、Xは、急速審理裁判官（juge des référés）に対し、同年９月30日に
Y2社の管理者（administrateur）の選任を、2011年１月12日に同社の受任
者（judiciaire）の選任を申し立てたところ、後者が認められた。これに対
し、Y1は、Y2社所有の倉庫からのXの退去と、Xにより行われたとされる
窃盗および背任についての刑事および民事の有責判決を求めるために、裁
判を行う地を選択した。そのため、Xは、正当な理由（justes motifs）に
もとづくY2社の存続期間満了前の解散（dissolution anticipée）と資産の清
算（liquidation de l’actif）を求めて、Y1およびY2社を呼び出した。
（２）原審判決
　第１審判決（ポワンタピートル大審裁判所2014年５月15日判決）は、
Y2社の存続期間満了前の解散を宣告し、その結果、会社の清算、計算お
よび資産の分配についてのさまざまな行為を行うことを任務とする清算人
（liquidateur）としてZを選任し、本件土地の半分をXに優先的に割り当て
た。原審判決（バステール控訴院2015年６月22日判決）は、次のように
述べて、すべての判事項目（dispositions）において、この第１審判決を
確認している。
（4）　所有者はすべて、その相隣者に対し、隣接する所有地の境界確定を義務づけること
ができる（民法典646条）。
白鷗法学　第25巻１＝２号（通巻第52号）（2018）308
　「民法典1844-7条により、会社の存続期間満了前の解散は、社員の請求
により、特に、社員によるその債務の不履行または会社の運営を麻痺させ
る社員間の不和の場合に、正当な理由にもとづき、裁判上宣告することが
できる。本件において、第１審判決は、同条の意味において会社の運営を
麻痺させる、等しい持分を有する社員間に存する重大な不和を理由にし
て、両者のうちいずれに責任があるかを明確にせずに、Y2社の解散およ
び清算の請求を認容した。社員である業務執行者Y1は、不和の原因であ
る社員がその不和を根拠にして裁判官に会社の解散を求めることはでき
ず、本件において不和の原因は解散を求める原告Xにあると反論するとと
もに、いずれにせよ、不明確な不和が認められるとしても、その不和は会
社の運営を麻痺させるものではないという主張を追加している。しかし、
第１審判決は、適切な理由により、会社の運営を麻痺させる社員間の重大
な不和の存在を正当に性質決定した。書証によれば、2010年の間、Xによ
り請求が繰り返されたにもかかわらず、Xと等しい持分を有する社員であ
る業務執行者Y1は、存続期間満了前の解散および会社財産の分配につい
て審議するための会社の総会を招集することを望まず、そのため、Xは、
総会を招集することを任務とする管理者の選任（2010年９月）、次いで受
任者の選任（2011年１月）を急速審理（référé）により求めなければなら
なかったことは明らかである。さらに、第１審の裁判官が指摘したよう
に、等しい持分を有する一方の社員である業務執行者Y1は、単独で、Y2
社が所有する土地の売買の仮契約（compromis）に署名し、そのため、他
方の社員は、2010年７月21日の裁判外の証書によりこの売買に異議を述
べなければならなかった。しかし、定款は、15条において、不動産の購
入および売却の行為については、社員の集団による事前の承認を受けなけ
ればならないと規定している。あらゆる集団的決定（décision collective）
を行うことができない状態は、解散の正当な理由であり、社員間に不和
が存することを示している。Y1は、他の社員に対して司法行為（actions 
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judiciaires）（Y2社の土地に建築された倉庫の撤去と刑事告訴（plaintes 
pénales））を何度も行っているので、この不和を正当に否定することはで
きないだろう。それゆえ、Y2社は、定款に違反し、2010年から正常に運
営されておらず、Y1がこれを単独で管理しており、このことが、売買、
分配、存続期間満了前の解散のようなあらゆる集団的決定を行うことの障
害となっている。さらに、業務執行者は、利益の分配または従前の損失も
しくは債務に対する利益の充当について通常の集団的決定を行っているこ
とを証明していない。Y2社の社員間において性質決定された重大な不和
は、社員のうちのいずれかに特に責任があるわけではなく、Xだけに責任
を負わせられないことは確かであり、あらゆる集団的決定を行うことの障
害となっており、会社組織の運営を実際に麻痺させている。したがって、
民法典1844-7条５号にもとづきY2社の存続期間満了前の解散請求を認め
た第１審判決は、あらゆる判事項目において確認される。」
（３）破毀申立理由
　これに対し、Y1およびY2社は、次の２つの理由にもとづいて原審判決
の破毀を申し立てた。
　「社員間の不和は、会社の目的に従って会社の事業を行えないことが認
められるような会社の運営の麻痺に至る場合でなければ、解散の正当な理
由とならない。それゆえ、控訴院は、求められているように、Y2社の資
産を構成する土地の賃貸借により、会社がその目的に従って運営され続け
ていることが明らかにされているのか否か、その結果、主張されている不
和が運営の麻痺を生じさせているのか否かを検討せずに、Y2社の社員間
に生じた不和がこの会社の運営を麻痺させたと判示しているので、民法典
1844-7条に照らして、その判決は法的根拠を欠いている。」
　「社員間の不和は、会社の目的に従って会社の事業を行えないことが認
められるような会社の運営の麻痺に至る場合でなければ、解散の正当な理
由とならない。それゆえ、控訴院は、求められているように、会社が所有
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する土地の売買の予約につき総会の承認を必要とするという停止条件が付
されているという状況によって、定款が遵守され、会社が正常に運営され
ていたことが明らかにされていたか否かを検討せずに、定款が求めるよ
うに他の社員の事前の承認を得ることなくY2が業務執行者としてその予
約に署名したという状況からY2社の麻痺を結論づけているので、民法典
1844-7条に照らして、その判決は法的根拠を欠いている。」
Ⅱ．判　旨
　破毀院（破毀院第３民事部2017年２月23日判決）は、次の唯一の理由
にもとづき、Y1およびY2社による破毀申立てを退けている。
　「控訴院は、会社の存続期間満了前の解散が、社員間の不和が会社の運
営を麻痺させる場合に、正当な理由にもとづいて裁判上宣告することが
できると正しく判示し、Y1が他の社員に対して司法行為を行っていたこ
と、不動産の購入および売却の行為については社員の集団による事前の承
認を受けなければならないと定款が規定しているのに、業務執行者が単独
でY2社が所有する土地の売買の「仮契約」に署名し、これにより他の社
員が異議を述べなければならなかったことを指摘し、利益の分配または従
前の損失もしくは債務に対する利益の充当についての通常の集団的決定が
行われたことが何ら証明されていないことを認めた。控訴院は、その確認
事実により効力がないものとされる検討を行う義務はなく、以上のことか
ら、社員間の不和がY2社の運営を麻痺させたと結論づけており、その判
決を正当に根拠づけた。」
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Ⅲ．検　討
　本判決は、不動産民事会社（SCI, société civile immobilière）（5）の社員が、
その存続期間満了前の解散（dissolution anticipée）を裁判所に対して請求
した事件に関するものである。
　当該会社の２人の社員は、等しい持分を有し、一方が業務執行者
（gérant）を務めていたが、業務執行者である社員は、他方の社員が求め
た総会の招集請求に応じず、利益の分配や不動産売買の予約につき定款で
義務づけられた集団的決定（décisions collectives）を行わず、他方の社員
に対して刑事告訴を行うなど、両社員は対立していた。
　裁判上の解散が認められるためには、「社員間の不和（mésentente entre 
associés）」などの「正当な理由（justes motifs）」が必要であるが、その
不和は、「会社の運営を麻痺させる（paralysant le fonctionnement de la 
société）」ものでなければならないとされている（民法典1844-7条５号）。
本件において、「社員間の不和」があったことは明らかであるが、それが
「会社の運営を麻痺させる」ものといえるのか。本判決ではこの点につい
て争われている。
　以下では、正当な理由にもとづく裁判上の解散に関し、これまでのフラ
ンスの判例・学説を整理した上で（１．）、本判決の意義について検討する
（２．）。
（5）　不動産民事会社とは、不動産の建築、販売、管理等のために設立される民事会社
のことであり、不動産を建築または取得し、その不動産を賃貸し、またはその社員
に利用させることを目的とする基本的な形態のほか、建築または取得した不動産の
所有権または用益権の一部をその社員に分与することを目的とする「分譲民事会社
（société civile d'attribution）」、「共有民事会社（société civile de copropriété）」や、建
築した不動産を販売することを目的として不動産開発業者によって設立される「建
築販売民事会社（société civile de construction-vente）」などに分類することができ
る。Mémento pratique Francis Lefebvre, Sociétés civiles, Édition 2018, 2017, no 29000, 
p. 703.
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１．正当な理由にもとづく裁判上の解散
（１）解散原因
　民法典1844-7条は、すべての会社に共通する解散原因として、①会社
の存続期間（durée de la société）の満了（１号）（6）、②会社の目的（objet）
の実現または消滅（２号）（7）、③会社契約の無効（３号）（8）、④社員により決
定される存続期間満了前の解散（４号）（9）、⑤正当な理由にもとづき社員の
請求に応じて裁判所により宣告される存続期間満了前の解散（５号）、⑥
社員が１人である状態が１年以上継続した場合に裁判所により宣告される
存続期間満了前の解散（６号）（10）、⑦資産の不足を理由として裁判上の清
算（liquidation judiciaire）の終結を命じる判決の効果（７号）、および、
⑧定款に定めるその他すべての事由（８号）（11）の８つを挙げている。①②
③⑥⑦⑧については、一定の事由が生じたことにより会社は当然に解散
（6）　会社の定款には、99年を超えない会社の存続期間を規定しなければならない（民法
典1835条、1838条）。なお、社員の全員一致、または、定款が定める場合には定款
変更について定められた多数決により、期間の延長（prorogation）を決定すること
ができ（民法典1844-6条１項）、この延長が行われた場合、存続期間の満了は解散事
由とはならない（民法典1844-7条１号）。
（7）　すべての会社は適法な目的を有しなければならず（民法典1833条）、定款にその目
的を規定しなければならない（民法典1835条）。
（8）　会社の無効には遡及効がなく、裁判所の宣告によって解散の効果が生じる（民法典
1844-15条）。
（9）　社員は、いかなる時においても、会社の存続期間満了前の解散を決定することが
できる（民法典1844-7条４号）。株式会社では、存続期間満了前の解散は特別総会に
よって宣言されるものと規定されているが（商法典L.225-246条）、民事会社につき
社員が解散を決定する際の要件は定められていない。破毀院商事部1973年６月18日
判決（Cass. com. 18 juin 1973, Rev. sociétés 1974, p. 312）は、有限会社の社員による
解散の決定が、定款変更について必要とされる条件に従って行われるものと判示し
ており、民事会社についても同様に解されるものと思われる。Philippe Merle, Droit 
commercial, Sociétés commerciales, 21e éd., Dalloz, 2017, n° 136, p. 155.
（10）　会社のすべての持分を１人の者が有することになったとしても、会社は当然には
解散しない。このような状態が１年以上継続した場合にはじめて、すべての利害関
係人は、会社の解散を請求することができる（民法典1844-5条１項）。
（11）　社員の死亡、資本の一定割合を超える損失、社員の法的または経済的状況の変化、
特定の資産の消滅など、一定の事象の発生を解散原因とすることを定款に定めること
ができる。Mémento pratique Francis Lefebvre, op. cit. （note 5）, n° 24190, p. 614.
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し、④⑤では、社員の決定や、社員の請求にもとづく裁判所の判決によ
り、いわば任意的に会社が解散する（12）。
　会社は契約から生じるものであるので、その契約が無効である場合（③）
や、契約当事者がその消滅を定めた場合（①④⑧）に会社が消滅するのは
当然である。また、会社の活動に不可欠な要素の１つが欠けた場合（②⑥
⑦）にも、会社は消滅する（13）。それゆえ、⑤の解散原因のみが特殊なもの
であり、判例の多くもこれに関するものである。
　解散は、このほか、法人に対する刑事罰として宣告されることがある
（刑法典131-39条１項１号）（14）。さらに、各種類の会社に固有の解散原因も
規定されており（15）、民事会社については、１年を超えて業務執行者が存在
しない場合、すべての利害関係人の請求に応じて、裁判所が存続期間満了
前の解散を宣告することができる（民法典1846-1条）。業務執行者の解任、
社員の死亡・支払不能（déconfiture）等については解散原因とされていな
（12）　このような分類をするものとして、Merle, op. cit. （note 9）, nos 129 et suiv., pp. 151 
et suiv.
（13）　Michel Germain et Véronique Magnier, Les sociétés commerciales, Traité de droit des 
affaires de Georges Ripert et René Roblot, tome 2, 22e éd., LGDJ, 2017, n° 1613, p. 119.
（14）　「犯罪行為を行うために、法人が設立された場合、または、重罪もしくは自然人に
関して３年以上の拘禁刑が科せられる軽罪については、その目的を逸脱した場合」、
刑罰としての「解散」を法人に適用することができる（刑法典131-39条１項１号）。
（15）　合名会社については、①業務執行者が解任された場合（会社の継続が定款に定め
られている場合等を除く）（商法典L.221-12条１項）、②いずれかの社員が死亡した
場合（定款に別段の定めがある場合を除く）（商法典L.221-15条１項）、③いずれか
の社員につき裁判上の清算、商業活動禁止、無能力等が確定した場合（会社の継続
が定款に定められている場合等を除く）（商法典L.221-16条１項）、有限会社につい
ては、①社員の数が100人を超えてから１年を経過した場合（商法典L.223-3条）、②
自己資本が会社資本の半分に満たないために利害関係人の請求に応じて解散が裁判
所により宣告される場合（商法典L.223-42条４項）、株式会社については、①会社資
本を３万7000ユーロ未満に減少したために利害関係人の請求に応じて解散が裁判所
により宣告される場合（商法典L.224-2条２項）、②上場会社において株主が７人未
満となったために利害関係人の請求に応じて解散が裁判所により宣告される場合（商
法典L.225-247条１項）、③自己資本が会社資本の半分に満たないために利害関係人
の請求に応じて解散が裁判所により宣告される場合（商法典L.225-248条４項）が解
散原因とされている。
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いが、定款で定めればこれらの場合にも会社が解散する（民法典1851条
３項、1860条、1870条２項）。
（２）裁判上の解散が認められる正当な理由
　民法典1844-7条５号は、社員の請求に応じて裁判所により宣告される存
続期間満了前の解散が認められる「正当な理由（justes motifs）」の例とし
て、「社員によるその債務の不履行（inexécution de ses obligations par un 
associé）」と、「会社の運営を麻痺させる社員間の不和（mésentente entre 
associés paralysant le fonctionnement de la société）」を挙げている。
　これらは例示列挙であり、このほかにも、会社の目的が部分的に違法に
なる場合、自己資本が減少してかなり少額になる場合、会社の事業が恒久
的に赤字になると考えられる場合など、会社経営の継続が困難であって、
この困難が会社の利益を害するほど大きい場合が、解散の正当な理由にな
ると考えられている（16）。
　1804年に制定された当時の民法典1871条は、裁判上の解散が認められる
「正当な理由」の例として、「他の社員がその義務を怠っている場合、恒常
的な身体障害（infirmité habituelle）により社員が会社の事業を行えない場
合その他これに類する場合」を挙げていた。1978年１月４日の法律第78-9
号による改正後の民法典は「恒常的な身体障害」に言及していないが、こ
れが正当な理由となることを否定しているわけではないという（17）。
（a）社員の債務不履行
　「社員によるその債務の不履行」を解散の正当な理由とするのは、契約
の解除との関係からである。すなわち、双務契約一般に適用されるルール
として、契約当事者の一方がその債務を履行しない場合、他方は契約の解
除を主張することができ（民法典1217条）、その効果は、重大な債務不履
行の場合、債権者から債務者への通知または裁判所の判決によって発生す
（16）　Germain et Magnier, op. cit. （note 13）, no 1618, p. 123.
（17）　Mémento pratique Francis Lefebvre, op. cit. （note 5）, n° 24160, p. 610.
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る（民法典1224条）。フランス法において会社（société）も契約であると
解される以上、このルールは会社契約にも適用されるべきであるが、会社
契約の解除については会社に関する規定に取り入れられており、社員の債
務不履行があった場合には、社員の請求に応じて裁判所が解散を宣告する
ものとされている（民法典1844-7条）（18）。
　解散の正当な理由となるのは、社員による社員としての債務の不履行で
ある。それゆえ、業務執行者の職務の遂行における過失は、その業務執
行者が株主であっても、解散の正当な理由とはならない（破毀院商事部
1966年６月20日判決（19））。
　解散の正当な理由となる社員の債務不履行の例としては、出資債務の不
履行、特に労務出資につき会社のための労務に従事しないことが挙げられ
る（破毀院審理部1886年11月16日判決（20））。また、手段民事会社（SCM, 
société civile de moyens）において総会で決定された分担金の支払を怠っ
た場合につき、これを認めた破毀院判決が存在する（破毀院商事部2011
年６月21日判決（21））。
（b）社員間の不和
　「社員間の不和」については、同族的な会社において社員が等しい持分
を有している場合のほか、会社から離れることを望む少数派が持分の取得
者を見つけることができない場合や、多数派が十分な額の対価をもって少
数派の持分を取得できない場合に主張されることが多いという（22）。
　社員間の不和は、社員が有しなければならない協働する意図（intention de 
s’associer）、すなわち、アフェクティオ・ソキエタティス（affectio societatis）
（18）　Germain et Magnier, op. cit. （note 13）, no 1617, p. 123.
（19）　Cass. com. 20 juin 1966, Bull. civ. 1966, III, no 313.
（20）　Cass. req. 16 novembre 1886, DP 87, Ⅰ, 391.
（21）　Cass. com. 21 juin 2011, Bull. civ. 2011, IV, no 106. 同判決については、白石智則「解
散宣告の正当な理由と総会に参加しなかった社員による総会決議の取消し」白鷗法
学23巻２号（2017年）171頁以下を参照。
（22）　Merle, op. cit. （note 9）, no 138, p. 156.
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を消滅させる（23）。会社について定義する民法典1832条は直接規定していない
が、アフェクティオ・ソキエタティスは、会社契約の締結時のみならず、
会社の存続中も存在しなければならず、それゆえ、これを消滅させること
になる「社員間の不和」が、裁判上の解散の正当な理由になるものと解され
ている（破毀院第３民事部2011年３月16日判決（24）を参照）（25）。
　ただし、法文から明らかなように、社員間の不和は、「会社の運営を麻痺
させる」ものでなければならない（26）。会社運営の麻痺があってはじめて、
会社契約の履行が不能となるからである（27）。例えば、社員間に「重大な」不
和があり、これにより会社の事業の継続が不可能となっても、会社の運営
を麻痺させていなければ、解散は認められない（破毀院商事部2013年３月
19日判決（28））。同様に、休眠会社（société en sommeil）であっても、正常
な運営が不可能であることが証明されなければ、解散の正当な理由とはな
らない（破毀院商事部2010年３月23日判決（29））。なお、会社運営の麻痺に
（23）　来住野究「affectio societatisについて」奥島孝康教授還暦記念第１巻『比較会社法
研究』（成文堂、1999年）503頁以下を参照。
（24）　Cass. 3e civ. 16 mars 2011, Bull. civ. 2011, III, no 42. 破毀院は、「社員間に存する不
和およびこれによるアフェクティオ・ソキエタティスの消滅は、会社の運営の麻痺
が生じることを条件として、解散の正当な理由となりうる」と述べて、事案が会社
の運営を麻痺させるのに十分ではないとして不動産民事会社の解散請求を認めな
かった原審判決に対する破毀申立てを退けている。
（25）　来住野・前掲注（23）512頁を参照。
（26）　アフェクティオ・ソキエタティスの消滅だけでは会社の運営の麻痺といえない
ことにつき、破毀院第３民事部2011年３月16日判決（Cass. 3e civ. 16 mars 2011, op. 
cit. （note 24））、および、破毀院第３民事部2016年６月２日判決（Cass. 3e civ. 2 juin 
2016, Rev. jurisprudence de droit des affaires 2016, no 787）を参照。
（27）　Maurice Cozian, Alain Viandier et Florence Deboissy, Droit des sociétés, 30e éd., 
LexisNexis, 2017, no 664, p. 287.
（28）　Cass. com. 19 mars 2013, Rev. jurisprudence de droit des affaires 2013, no 533. 原審
は、不動産民事会社の社員間に重大な争い（mésintelligence）があり、業務執行者
である社員が、自らとその配偶者が有する過半数の議決権を利用して自分たちの利
益のために行動したことにより、会社の事業の継続が不可能になったと指摘して「会
社の運営の麻痺」を認めたが、破毀院は、「会社の運営の麻痺を性質決定するのに不
適切な理由である」として原審判決を破毀している。
（29）　Cass. com. 23 mars 2010, Rev. sociétés 2011, p. 163.
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ついて認定せず、多数決の濫用（abus de majorité）を理由に会社の解散を
認めた破毀院判決が存在するが（破毀院商事部1982年５月18日判決（30））、
多数決の濫用は、会社の運営を麻痺させた原因の１つとして考えるべきこ
とが指摘されている（パリ控訴院2015年５月19日判決（31）を参照）（32）。
　どのような状態になれば、「会社の運営を麻痺させる社員間の不和」が
認められるかについて、明確な基準を設けることはできない。そもそも、
この要件自体が曖昧であり、「運営」がいかなるものから構成され、「麻痺」
がいつから始まるのか、反論されないような主張をすることはできないと
いう（33）。近年の破毀院判決によれば、社員間の対立によって、社員の集団
的決定（社員総会の開催および決議）が不可能となり、改善の見込みがな
い場合にこの要件を認めているようである（破毀院商事部2011年６月21
日判決（34）、破毀院商事部2013年９月10日判決（35）、破毀院第１民事部2013年
（30）　Cass. com. 18 mai 1982, Rev. sociétés 1982, p. 804. 原審は、「社員間の争いは明らかで
あるが、それは会社の運営を麻痺させる目的を有しておらず、会社事業の利益は以前
と変わらない」という理由で、有限会社の裁判上の解散を認めなかったが、破毀院
は、業務執行者である社員の一方が、会社事業を縮小して取引関係を自らが関係する
２つの会社に限定しており、このような会社の利益に反する状況が、その社員により
自らの利益のためだけに他の社員の利益を害して作り出されたことを確認しながら、
裁判上の解散を認めなかったことは不当であるとして、原審判決を破毀している。
（31）　CA Paris 19 mai 2015, Rev. jurisprudence de droit des affaires 2015, no 566. パリ控訴
院は、「多数決の濫用から生じるこのような状況により、当該会社は数年前から一方
的に運営され、このため、あらゆる事業が行われず、会社の目的が消滅しており、
会社の正常な運営が麻痺している」として、会社の解散についての正当な理由の存
在を認めた第一審判決を確認している。
（32）　Mémento pratique Francis Lefebvre, op. cit. （note 5）, n° 24161, p. 611.
（33）　Saintourens, note sous Cass. 3e civ. 23 février 2017, op. cit. （note 1）, p.426.
（34）　Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 21）. 破毀院は、社員間の関係が悪化し、一方
の社員の欠席により、定款によって持分の４分の３に相当する社員の出席が求めら
れる特別総会を開催することができなくなり、さらには、事務局も共同で組織する
ことができず、多くの訴訟において社員が対立するに至った手段民事会社につき、
その解散を認めた原審判決に対する破毀申立てを退けている。
（35）　Cass. com. 10 septembre 2013, Rev. jurisprudence de droit des affaires 2011, no 902. 
原審は、社員間の激しい争いにより、計算書類の承認や業務執行者の選任が行われ
ず、銀行口座が凍結されたが、２つの社員グループが持分を等しく有するためにそ
の争いを解決することができなかった合名会社につき、建築請負業の運営に関する
有益な決定を行うことができなかったとして、その裁判上の解散を認めており、破
毀院は、この原審判決に対する破毀申立てを退けている。
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10月16日判決（36）、破毀院商事部2014年12月９日判決（37）、パリ控訴院2016
年５月31日判決（38））。これに対し、単に社員の集団的決定が不可能になっ
ているというだけでは、裁判上の解散は認められていない（破毀院商事部
2013年５月28日判決（39））。
　裁判上の解散が認められる正当な理由の例として「社員間の不和」を挙
げた1978年１月４日の法律第78-9号による民法典の改正以前も、会社の運
営を麻痺させる社員間の不和は、正当な理由にあたるものと解されてい
た（40）。ただし、改正前の裁判例において認められていた「会社の経済的発
（36）　Cass. 1re civ. 16 octobre 2013, Bull. civ. 2013, I, no 199. 原審は、公証人の専門職民
事会社（SCP, société civile professionnelle）の社員間の永続的な衝突（conflit）によ
り、計算書類の承認以外の決定につき定款が定める社員の全員一致という要件を満
たすことができなくなり、相続人についての合意がないために社員の退社が不可能
となり、事務所の将来を危うくするほどの売上高の減少が生じ、さらにその紛争が
マスコミ等に公表されたことで事務所の評判が害されたことを述べた上で、社員間
の永続的な不和があらゆるアフェクティオ・ソキエタティスを消滅させたとしてそ
の解散を認めており、破毀院は、この原審判決に対する破毀申立てを退けている。
なお、同会社では、計算書類の承認については４分の３の多数決によるものと定款
で定められており、その要件は満たされる可能性があったため、同判決は、「会社の
『最低限度（a minima）』の運営については考慮することができる」と述べている。
（37）　Cass. com. 9 décembre 2014, Rev. jurisprudence de droit des affaires 2015, no 191.
原審は、等しい持分を有する２人の社員の間に存する長期的な不和により、一方が
総会への出席を拒絶するとともに、定款で定める退社権の行使を表明するが、その
手続を終結させることが不可能となった場合につき、会社の正常な運営が危うく
なったとして、略式株式会社（société par actions simplifiée）の解散を認めており、
破毀院は、この原審判決に対する破毀申立てを退けている。
（38）　CA Paris 31 mai 2016, Rev. jurisprudence de droit des affaires 2016, no 538. パリ控訴
院は、等しい持分を有する２人の社員間における同棲解消後の明白な不和により、
社会保証負担分の不払や支払の遅延、一方の社員の銀行口座での賃料の受領、お
よび、総会の開催および決議の不存在によって性質決定される会社の運営の麻痺が
あったとして、不動産民事会社の解散を認めている。
（39）　Cass com. 28 mai 2013, Rev. sociétés 2013, p. 499. 破毀院は、集団的決定が社員の全
員一致によるものとされていたため、社員間の不和により業務執行者に認められた
権限を超える決定を行うことが不可能となり、計算書類の承認もなされていなかっ
た農業経営民事会社（société civile d'exploitation agricole）につき、会社の運営が社員
間の不和により麻痺しているとして裁判上の解散を認めた原審判決を破毀している。
（40）　例えば、破毀院審理部1896年11月11日判決（Cass. req. 11 novembre 1896, DP 
1897, Ⅰ, 231）。来住野・前掲注（23）512頁を参照。
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展の基準（critère de la prospérité économique）」、すなわち、当事者が会
社の適切な運営に反対せずに、会社の発展を主張していた場合、社員間の
不和は裁判上の解散の正当な理由にならないとする考え方（例えば、破毀
院商事部1961年５月30日判決（41））は、今日では放棄されたものと解されて
いる（例えば、破毀院第１民事部1994年５月18日判決（42））（43）。
　なお、「会社の運営の麻痺」は、正当な理由の要素といえるものである
から、「社員の不和」以外の正当な理由により裁判上の解散を認める場合
についてもこの要件を課すべきことが主張されている（44）。
（３）不和の原因となった社員による裁判上の解散の請求
　正当な理由にもとづく裁判上の解散（民法典1844-7条５号）を請求す
ることができるのは、社員だけである（破毀院商事部2004年９月28日判
決（45））（46）。裁判上の解散を会社の名において請求した場合であっても、そ
の請求が会社の法定代表者である社員によって行われたのであれば、請
求は受理される（ポー控訴院2008年３月13日判決（47））。解散を請求するに
は、会社の訴訟参加（mise en cause）が必要となる（破毀院第１民事部
（41）　Cass. com. 30 mai 1961, Bull. civ. 1961, III, no 251. 原審は、解散を請求する株主
が、配当利益の少なさと業務執行者等に与えられる報酬について非難しているもの
の、社員間の対立（dissentiment）が会社の運営を不可能にし、その会社を危険にさ
らしたということを証明していないと述べるとともに、同株主が、会社の適切な運
営に異議を唱えず、反対に会社の発展を主張していることを述べて、裁判上の解散
を認めなかった。破毀院は、この原審判決に対する破毀申立てを退けている。
（42）　Cass. 1re civ. 18 mai 1994, Bull. Joly Sociétés 1994, p. 841.
（43）　Mémento pratique Francis Lefebvre, op. cit. （note 5）, n° 24163, p. 613.
（44）　Mémento pratique Francis Lefebvre, op. cit. （note 5）, n° 24161, p. 611.
（45）　Cass. com. 28 septembre 2004, Rev. jurisprudence de droit des affaires 2005, no 39. 破
毀院は、不動産民事会社の清算管理人（syndic）が求めた裁判上の解散につき、「社
員でなければ正当な理由にもとづく存続期間満了前の解散を裁判所に請求すること
ができない」と述べて、これを認めた原審判決を破毀している。
（46）　ただし、債権者が、債務者である社員のために債権者代位の訴え（action oblique）
を提起することは可能である（破毀院第１民事部1965年10月20日判決（Cass. 1re civ. 
20 octobre 1965, Bull. civ. 1965, I, no 562））。
（47）　CA Pau 13 mars 2008, Dr. sociétés 2008, no 220.
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1995年７月４日判決（48））。
　各社員に認められる解散訴権は、公序性（ordre public）を有する特権
であると解されており、それゆえ、定款によってこの権利を制限すること
はできない（破毀院商事部1950年１月23日判決（49）、破毀院商事部1961年
６月12日判決（50）、破毀院第１民事部1995年７月18日判決（51））。また、社員
が前もってこの権利を放棄することも認められていない（52）。訴えは誠実に
提起されなければならないので、訴えが濫用的に提起された場合には、原
告が損害賠償責任を負う可能性がある（ヴェルサイユ商事裁判所1967年
１月18日判決（53））（54）。
　「会社の運営を麻痺させる社員間の不和」の原因が解散を請求する社員
にあるとしても、そのことは訴えの受理可能性（recevabilité）に影響を与
えない（破毀院商事部2014年９月16日判決（55））。しかし、この場合におい
て、社員間の不和以外に裁判上の解散を求める正当な理由がないのであれ
ば、裁判所は会社の解散を宣告することができないというのが破毀院の
一貫した立場である（同判決のほか、破毀院第１民事部1990年４月25日
判決（56）、破毀院商事部1992年６月16日判決（57）など）。これに対し、不和の
原因が他方の社員にある場合はもちろん、不和の原因がいずれにあるのか
（48）　Cass. 1re civ. 4 juillet 1995, Bull. civ. 1995, I, no 299.
（49）　Cass. com. 23 janvier 1950, D 1950, p. 300.
（50）　Cass. com. 12 juin 1961, Gaz. Pal. 1961, II, p. 176.
（51）　Cass. 1re civ. 18 juillet 1995, Rev. jurisprudence de droit des affaires 1995, no 1116.
（52）　Mémento pratique Francis Lefebvre, op. cit. （note 5）, n° 24166, p. 613.
（53）　Trib. com. Versailles 18 janvier 1967, Rev. trim. dr. com. 1967, p. 790.
（54）　Merle, op. cit. （note 9）, no 139, p. 158.
（55）　Cass. com. 16 septembre 2014, Bull. civ. 2014, IV, no 129. 破毀院は、「主張される不
和の原因が訴えを提起した社員にあるという状況は、その不和が会社の解散の正当
な理由とみなされることに対する障害となるが、そのことは、その請求の受理可能
性に影響を与えない」と述べた上で、「裁判上の解散の訴えは、会社の紛争を生じさ
せた者ではないという条件においてのみ受理される」として不動産民事会社の解散
請求を退けた原審判決を破毀している。
（56）　Cass. 1re civ. 25 avril 1990, Bull. civ. 1990, I, no 87.
（57）　Cass. com. 16 juin 1992, Bull. Joly Sociétés 1992, p. 944.
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決定できない場合であっても、裁判所は、その請求に応じて会社の解散を
宣告することができるという（破毀院商事部1996年２月13日判決（58））。ま
た、解散を請求する社員が、主張する事実を認識していたにもかかわら
ず、長期間（下記判決では10年間）にわたって異議を述べなかった場合
につき、解散の訴えは退けられるとする控訴院判決が存在する（パリ控訴
院1988年７月５日判決（59））（60）。
（４）正当な理由についての裁判官の評価権限
　これまでの破毀院判決によれば、問題とされる状況が裁判上の解散の正
当な理由に該当するか否かは、事実審裁判官の専権的な評価に服し、それ
ゆえこれを破毀申立てによって争うことはできないと解されていた（破
毀院商事部1977年２月28日判決（61）、破毀院第１民事部1994年５月18日判
決（62）、破毀院商事部1996年２月13日判決（63）など）。しかし、近年では、正
当な理由、特に会社の運営を麻痺させる社員間の不和に関する事実審裁判
官の評価について詳細に検討する破毀院判決も存在しており（例えば、破
毀院商事部2011年６月21日判決（64））、この点についての破毀院の立場は定
かでない。
　また、裁判官は、広範な評価権限を有しており、主張された理由の重
要性を判断するものと理解されている（リヨン控訴院1954年10月11日判
決（65））。それゆえ、裁判官は、「社員によるその債務の不履行」があって
も、常に解散を宣告するわけではない。また、前述したように、「会社の
運営を麻痺させる社員間の不和」についても、集団的決定が不可能で、そ
（58）　Cass. com. 13 février 1996, Bull. civ. 1996, IV, no 49.
（59）　CA Paris 5 juillet 1988, Bull. Joly Sociétés 1988, p. 674.
（60）　Mémento pratique Francis Lefebvre, op. cit. （note 5）, n° 24167, p. 613.
（61）　Cass. com. 28 février 1977, Bull. civ. 1977, IV, no 65.
（62）　Cass. 1re civ. 18 mai 1994, op. cit. （note 42）.
（63）　Cass. com. 13 février 1996, op. cit. （note 58）.
（64）　Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 21）.
（65）　CA Lyon 11 octobre 1954, DP 1955, Ⅱ, 14.
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の改善の見込みがない場合にだけ解散が宣告されており、特に、経済的持
続性を有する会社については、仮取締役（administrateur provisoire）を選
任したり、損害賠償を課したりすることにより、その解散を避ける傾向に
あることが指摘されている（仮取締役の選任につき、破毀院商事部1982
年４月26日判決（66）を参照）（67）。
　裁判官は、解散を請求する社員の退社（exclusion）（社員権の買取り）
を命じることができない。いかなる条文も、その社員の持分を他の社員に
譲渡させる権限を裁判官に与えていないからである（破毀院商事部1996
年３月12日判決（68））。しかし、他の社員が解散を請求する社員から対価と
引換えに持分を取得することを認めれば、企業を維持することが可能であ
り、解散よりも妥当な解決に至る。それゆえ、解散を避けるため、原始定
款または社員の全員一致の決定により、持分の買取りを行うことを認める
べきであるとする見解が主張されている（69）。
（５）裁判上の解散を宣告する判決の効果
　解散を宣告する判決は創設的効力を有しており、その判決によって既存
の法人格が害される（70）。それゆえ、解散判決はその日に効力を有し、その
効果は請求日に遡及しない。ただし、控訴審において原審判決が確認され
た場合には、その効果は原審の判決の日に遡る（破毀院審理部1947年６
月２日判決（71））（72）。また、第三者に対しては、解散が公示されるまでその
（66）　Cass. com. 26 avril 1982, Bull. civ. 1982, IV, no 136. 原審は、等しい持分を有する株
主である３人の兄弟間に不和があり、取締役会の構成員がこれらの株主だけであっ
たため、取締役会の正常な運営が害され、会社の業務および活動に対して影響を与
える重大な危機が生じたとして、仮取締役を選任しており、破毀院は、この原審判
決に対する破毀申立てを退けている。
（67）　Cozian et al., op. cit. （note 27）, no 664, p. 287.
（68）　Cass. com. 12 mars 1996, Rev. jurisprudence de droit des affaires 1996, no 926.
（69）　Mémento pratique Francis Lefebvre, op. cit. （note 5）, n° 24169, p. 614.
（70）　ただし、法人格が完全に消滅するのは清算結了の公示の時であり、法人格はそれ
まで清算に必要な範囲内で存続する（民法典1844-8条３項）。
（71）　Cass. req. 2 juin 1947, Gaz. Pal. 1947, p. 96.
（72）　Germain et Magnier, op. cit. （note 13）, no 1619, p. 124.
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効果は生じない（民法典1844-8条１項後段）。会社が解散すると、原則と
して直ちに清算が開始される（同項前段）。
２．本判決の意義
　本判決は、「社員間の不和」が、「会社の運営を麻痺させる」場合に、正
当な理由にもとづく裁判上の解散（民法典1844-7条５号）が認められるこ
とを確認した上で、①業務執行者である社員が他の社員に対して司法行為
を行っていたこと、②定款上全社員の承認が必要とされる不動産の売買を
業務執行者が単独で行っていたこと、および、③利益配当等に関する社員
の集団的決定が行われていなかったことを理由に、会社の運営の麻痺を認
めている。
　このように判示した本判決については、会社の運営が麻痺していると必
ずしもいうことができない要素によって「会社の運営の麻痺」を認めてい
るとして、要件の「柔軟化（assouplissement）」がなされていると指摘さ
れている（73）。①については、刑事告訴等の内容と結果が明らかにされてい
ないから、このような争いがどのように会社の運営を麻痺させたのかを知
ることができない。②については、土地売買の仮契約が行われた以上、業
務執行者が必要な権限を有していたはずであり、手続の不遵守は内部的
な問題として処理されれば足りるから（74）、直接的には定款条項の不遵守に
よって会社の運営が麻痺したということはできない。③については、社員
間の対立によってあらゆる決議が不可能となったという事実だけでは裁判
上の解散を認めていなかったこれまでの破毀院判決と明らかに異なってい
る。このような本判決の立場を前提とするならば、多数決の濫用理論、業
務執行者に対する責任追及、業務執行者の解任、特別受任者（mandataire 
（73）　Saintourens, note sous Cass. 3e civ. 23 février 2017, op. cit. （note 1）, p.426.
（74）　例えば、業務執行者以外の社員が、業務執行者の過失を理由として、正当な事由
（cause légitime）にもとづく業務執行者の解任を裁判所に請求することが考えられ
る（民法典1851条２項）。
白鷗法学　第25巻１＝２号（通巻第52号）（2018）324
ad hoc）および仮取締役の選任等の手段を利用することにより、会社の機
能を回復する余地がある場合であっても、「会社の運営の麻痺」が認めら
れることになる（75）。
　ただし、本判決は、不動産民事会社に関するものであるため、人的考慮
（intuitus personae）が強く働き、裁判上の解散が簡単に認められたと考え
ることもできる（76）。それゆえ、本判決の射程が、他の種類の会社にまで及
ぶものと簡単に結論づけることはできない。
 （本学法学部准教授）
（75）　Saintourens, note sous Cass. 3e civ. 23 février 2017, op. cit. （note 1）, p.426.
（76）　人的考慮が強く働く、社員間の協力や財産管理を目的とする小さな会社につい
ては、社員が等しい持分を有する２つのグループに分かれ、互いに争い、身動きが
取れなくなっている場合、裁判所はそれだけで解散を認める傾向にあるという。
Cozian et al., op. cit. （note 27）, no 666, p. 288.
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